
気候変動リスク産官学連携ネットワーク
「気候変動の物理的リスク評価の手引き」の解説

合同会社デロイトトーマツ

2026年7月23日 < Confidential >



2

2026年3月公表。物理的リスクの評価・開示に取り組む企業の実務担当者を対象とし、

わかりやすい構成やデザイン、ストーリーを意識

気候変動の物理的リスク評価の手引き

• 気候変動適応や物理的リスクは内容が専門的であるため、わかりやすい構成やデザイン、ストーリーを意識。

本編（はじめに～第2章）と参考編（参考情報）に分け、情報のメリハリをつけた

✓ 第1章では、物理的リスクによる企業への影響、開示フレームワークの内容等を解説

✓ 第2章では、事前準備、適応策の推進、情報開示を含む物理的リスク評価を実施する際の一連の流れをフローチャート形

式でわかりやすく解説

✓ 参考情報では、物理的リスク別の（財務）影響評価に使用可能なツール・データ等や国内企業の開示事例を紹介

本
編

はじめに

第1章気候変動適応の重要性

• 企業における気候変動の物理的リスク・機会と対応

• 気候関連リスク開示のフレームワーク

• 企業経営における気候変動適応の取組の方向性

第2章気候変動の物理的リスク評価の流れ

• 気候変動の物理的リスク評価のフロー

• 気候変動を含む企業経営リスクの整理

• 物理的リスク・機会の評価

• 情報開示

参
考
編

参考情報取組の参考となるデータ集

• 評価ツール/データ

• 国内の開示事例

• 関連ガイド

本編は各章で必要最低限とし、簡潔な構成

目次

物理的リスク評価を実施する際の一連の流れを
フローチャート形式でわかりやすく解説

https://www.env.go.jp/page_00317.html
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物理的リスクに関する解説記事・開示動向・開示事例を企業の実務担当者向けに紹介

するポータルサイトを構築済

気候変動リスク分析情報サイト

トピックス

物理的リスクに関する様々な

情報を記事形式で掲載
（有識者へのインタビュー含む）

業界別開示トレンド

業種別にどのようなリスクを

開示しているかを一覧で掲載

傾向等のグラフも表示可能

シナリオ分析に活用できる情報

気候変動による

物理的リスクを評価する際に活

用可能な分析ツールやデータ、

論文等を掲載

情報開示事例ナビ

TCFDシナリオ分析事例を掲載

リスクの分析手法と対応策に

関する優良事例を掲載

気候変動リスク分析情報サイト：気候変動による物理的リスクに関する開示動向や開示事例を企業の実務担当者向けに紹介

https://adaptation-platform.nies.go.jp/moej/tcfd-scenario-analysis/
https://adaptation-platform.nies.go.jp/moej/tcfd-scenario-analysis/
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